様式第１号
提出：令和　年　月　日
公募型プロポーザル発注方式企画提案書
薩摩川内市長   様
                                                住所
                                                称号又は名称
                                                代表者氏名                 印
下記業務について、公募型プロポーザル発注方式企画提案書を提出します。

１　業務名　　サーキュラー都市ブランディングプロジェクト支援業務
２　提出様式
　⑴　提案様式

　　　様式第１号：本様式
　様式第２号：会社概要
様式第３号：総合計画・経済分野等関連業務の受注実績
様式第４号：配置予定者の業務経験等
様式第５号：業務実施体制
様式第６号：業務スケジュール
　様式第７号：企画提案書

様式第８号：業務見積書
【注】

※１　指定の様式の提出及び記載がない場合は、失格とします。

※１　業務見積書は、封筒に入れ封印し提出してください。

※２　業務見積書が「業務委託上限額」を超過した場合、無効とします。
※３　資料は持参又は郵送とします。（期限内必着）「消印有効ではありません」

様式第２号

会　社　概　要
	項　目
	内　容

	会　社　名
	

	代表者氏名
	

	設立年月日
	

	本社所在地
	

	鹿児島県内の支店等所在地

(本社が県外の場合のみ)
	

	資本金
	百万円

	従業員総数
	　　　　　　人

	主要業務
	


１　会社のパンフレット等あれば添付すること（１部）。

２　組織図を添付すること（任意様式）。

様式第３号
総合計画・経済分野等関連業務の受注実績（企業）
	発注者名
	業務名
	事業種別
	契約年度
	契約金額

	（記載例）

鹿児島県
	●●市●●●●●●●●策定業務委託
	利用可能量調査、ビジョン策定
	令和○○年
	△△百万円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【記載上の注意】　・・・数枚にわたる場合は別紙に上表を添付すること。最大２０件程度とすること。
 （１）　過去５年間（令和２年度以降）における国・県・市区町村からの受注実績のうち、元請として地方公共団体の総合計画、総合戦略等の計画策定業務又は、経済産業分野・環境分野に関連する業務の全てを業務名別に記載し、契約書の写し及び契約内容が確認できる資料を添付すること。ただし、完了している業務に限る。
（２）　総合計画、総合戦略等の計画策定業務又は、経済産業分野・環境分野に関連しない業務と判断される場合は、「受注実績」とならない。
様式第４号
配置予定者の業務経験等（個人）
　　　　                                                       
	  　配置予定者氏名
	
	雇用年月日
	

	総合計画・経済分野等関連
業務経験の概要
	業務名
	                             

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　千円(最終金額・税込み)

	
	工期
	　　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	
	従事中の役職
	

	
	業務概要
	

	総合計画・経済分野等関連

業務経験の概要
	業務名
	                             

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　千円(最終金額・税込み)

	
	工期
	　　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	
	従事中の役職
	

	
	業務概要
	

	総合計画・経済分野等関連

業務経験の概要
	業務名
	                             

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　千円(最終金額・税込み)

	
	工期
	　　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	
	従事中の役職
	

	
	業務概要
	


 【記載上の注意】
(1)　業務の経験については、過去５年間の従事時の役職、業務内容及び契約内容が確認できる資料を添付すること。ただし、完了している業務に限ります。
(2)　業務数が４件以上ある場合は、本書を複製して作成する。一人あたり最大１０件程度とすること。

（経験業務数により加点評価しますので、担当した業務別に作成すること。）
  (3)　本様式は主たる配置予定の者（２～３名）について、それぞれ記載することとし、本様式を複製して作成する。ただし、同一の業務を複数の配置予定者に記載してある場合、その業務数は１件とする。
様式第５号
業　務　実　施　体　制

	役　割
	配置予定者名
	所属・役職
	担当する分担業務の内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	担　当
	
	
	

	担　当
	
	
	


【記載上の注意】
⑴　氏名にはふりがなをつけること。
⑵　役割・・・例）管理者、主たる担当技術者等のことをさします。

	＜配置予定者の業務連携フロー図＞


注意：配置予定者は評価の対象となります。配置予定者は契約・契約後に病気・死亡・退職等の極めて特別な理由がない限り変更することは原則できません。（どうしても変更しなければならない場合は、双方協議して決定することとします。）
※１　再委託する予定がある場合は、再委託契約書（案）、業務協力覚書（案）を添付すること（必須）

※２　様式は上記に拘ることはない。

※３　プレゼンテーション時に使用します。（正本：１部　応募者名あり、副本：６部　応募者名なし）
様式第６号（書式は特に定めない）

業　務　ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル

	


※プレゼンテーション時に使用します。（正本：１部　応募者名あり、副本：６部　応募者名なし）
様式第７号（様式・書式は特に定めない。）
企　画　提　案　書
　※【別紙】企画提案書作成要領をご確認の上、作成ください。
　※プレゼンテーション時に使用します。（正本：１部　応募者名あり、副本：６部　応募者名なし）
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